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lD08  設計と生産の 連携強化のための 生産技術マネジメント ( 第 2 手 賎 

0 清野 武寿 ( 東芝 ) 

1 . はじめに 

我が国の製造業における 技術経営上の 課題の一 つは 、 新製 表 1 効果的な連携のための 方策の調査結果 

品を生み出す 設計技術と従来の 強みであ る生産 ( 製造 ) 技術 方策 方策の理由 方策の例 

との効果的な 連携のマネ 、 ジメントの実現であ る。 

成長が著しいアジア 諸国の製造業に 対して、 日本の製造業 
が 競争力を確保し 続けていくには、 製品の性能・ 機能向上に   準化 ・ルール化 

術 部門と、 品質向上、 コスト低減、 スピード向上が 主な役割 

加え、 品質向上、 コスト低減、 スピード向上の 実現が必要と 
なる。 すな む ち、 性能，機能の 実現が主な役割であ る設計技   ベルの向上 

であ る生産 ( 製造 ) 技術部門 ( 以降 : 生産技術部門 ) の連携 

強化のマネジメントが 従来以上に重要となってきていると 
  

いえる。   
両者の連携については、 米国で提唱されたコンカレント ェ 業務負荷が増加す ・設計・生産技術部門の 

提案 [31 等、 日本の製造業にとって 有益な研究が 報告されて 
ンジニアリンバ [1],[2] や 、 製品開発での 擦り合せの重要性の 

連携効果 の明確化 る の理解 連携の メ ワット業務の 連携による経営効果の 適正配分 明確化 

いる。 しかし、 これらはコンセプト や アーキテクチャの 提案 インタビュ一調査から 抽出した効果的連携の 方策と、 方策 
が 主体であ り、 実務的なマネジメント 方法までは十分に 議論 の理由・目的を 以下に示す。 

されていない。 また、 製造性を考慮した 設計を実現する 

Ⅸ s 蜘 ForM ㎝ u 伍 。 血 ability の研究では、 製造性を設計に 反 
(lW 生産技術 / クハウの形式化 

映するための 設計指針や設計支援ツール 等について報告さ 
生産技術部門のノウハウが 暗黙的であ るために、 保有 デ 

れている [4],[51 。 しかし、 設計指針・ツールを 実効的に活用 
一タ ・情報をそのまま 設計技術部門に 伝達しても、 設計技 

するためのデータ・ 情報の発信 源 であ る生産技術部門の 具体 
術者による有効活用が 難しい。 生産技術部門から 伝達する 

的な行動方法やマネ 、 ジメントについては 十分に議論されて 
データ・情報が、 設計技術部門で 有効活用されるには、 生 

いない。 
産 技術部門の / クハウを形式化する 必要があ る。 

筆者らは、 設計技術部門と 生産技術部門の 連携強化のため (2 注産 技術部門の継続的な 技術レベルの 向上 
の 基本的なアプローチ ( 基本モデル ) として、 「データ・ 情 生産技術部門が 日部門の技術を 活用して、 設計課題を解 
報の伝達と有効活用」、 「機能・役割の 置換」を定義し、 連携 決するには、 その技術レベルを 継続的に向上させる 必要が 

の 成功事例を、 基本モデルの 連結によって 表現できることを あ る。 技術レベルが 向上し続けなけれ ば 、 連携が一過性の 

示した [6] 。 そして前報 [7l では、 基本モデルの 連結のパター ものになってしまうからであ る。 

ン を分析することによって、 連携開始の契機、 連携の連鎖 発 (3 櫻品 設計知識の向上 

生 のための生産技術部門の 行動方法を考察・ 提案した。 生産技術部門から 設計技術部門に 伝達するデータ   情報 

本報告では、 設計・生産の 連携を効果的に 進めるための 生 が 有効活用されるためには、 データや情報を、 設計技術部 

産 技術部門におけるマネ 、 ジメント方法を 考察・提案する。 第 門で活用できる 形態に変換する 必要があ り、 そのためには、 
一に、 連携の成功実績のあ る製造業のマネ 、 ジ ャへ のインタビ 製品設計技術の 知識を向上する 必要があ る。 
ュ 一によって、 効果的な連携のために 生産技術部門が 実施す 
べき方策を抽出する。 第二に、 抽出した方策を 実際の生産 技 (4 漣携 効果の明確 4% 

術 部門の現場に 適用する方法を 考察し、 実際に適用した 事例 生産技術部門からのデータ・ 情報が設計技術部門で 有効 

を 示す。 第三に、 適用事例の結果を 踏まえ、 連携を効果的に 活用されるための 形態の変換に 加え、 両部門が役割を 超え 

進めるための 生産技術部門におけるマネ 、 ジメントのフレー て 課題を解決するに は 、 本来業務以外の 活動が必要となっ 

ムワークを考察・ 提案する。 てくる。 すな む ち、 両者の連携を 効果的に進めるためには、 

連携の効果やメリットを 明確化する必要があ る。 

2. 効果的な連携のための 方策の調査 
効果的な設計，生産の 連携のために 生産技術部門が 実施す 3. 効果的な連携のための 方策の適用事例 

べき方策を、 連携の成功実績のあ る製造業 24 社の生産技術 
インタビュ一調査で 抽出した効果的連携のための 4 つの 

きほ Fq のマネ 、 ジ ャ にインタビュ 一調査した。 表 Ⅰに結果を示す。 方策の実行方法の 考察と、 考察した方法の 適用事例を示す。 
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3. l 生産技術ノウハウの 形式化 

生産技術者のノウハウは 暗黙 知が 多く、 それが日本のモノ 

づくりの強さを 支えてきたと 漠然と認識されているために、 
積極的に形式化が 行なわれてこなかった。 本節では、 生産技 
術 / ヴ ハウの形式化方法を 考察し、 その適用事例を 示す。 

(1 陸産技術ノウハ ク の形式化の方法 
生産技術部門におけるノウハウは、 「生産プロセスの 現象」、 
@ 間の五感」、 「人間の判断 @ に関するものに 大きく分けて 

考えることができる。 

生産プロセスの 現象については、 図式・数式やアルゴリズ 

ムの記述等、 工学的なアプローチによって 形式化することが 

本 評価結果では、 2 人の金型設計者が 共に標準化可能と 評 

価した項目が、 全判断項目の 約半数を占めている。 1 人が標 

準化可能、 もう 1 人が指針作成可能と 評価した項目を 含める 

と約 7 割が形式化可能な 項目となる。 この結果は、 生産技術 

ノウハ ク の中で、 技術者の判断には 標準化が可能で、 真の / 

クハウ以覚の 判断項目が高い 割合で存在していることを 示 

唆している。 

氷結果から標準化可能と 評価された項目について、 判断ル 
ールを作成し、 設計技術部門に 伝達した結果、 判断ルールを 
もとに設計が 行なわれるよ う @ こ なり、 金型設計段階での 製品 

形状変更などの 後戻りを抑制できるよ う になった。 

可能となる。 人間の五感についても、 工学的に形式化するた 

めの研究開発が 行われている [8] 。 しかし、 人間の判断につ 

いては、 形式化の試みが 十分に行なわれているとはいえない。 

ここでは、 以下の方法によって、 生産技術者の 判断項目の形 

文化を実施した。 

①生産技術者の 活動 ( 業務プロセス ) にそった判断項目 

のリストアップ 

②業務プロセスを 熟知している 生産技術者による 判断項 

目の形式化の 可能性評価 

③形式化可能な 判断項目に対するルール・ 判断指針の決定 

(2 漣 用事例 
生産技術者の 業務の中で、 形式化困難な 多くのノウハウ 

が 存在しており、 それが日本の 製造業の強みのⅠ っ であ る 

と考えられている 金型設計を取り 上げ、 上記、 形式化の方 

法を適用した。 判断項目の形式化の 可能性は、 表 2 に示す 

評価基準にしたがって、 2 人の熟練生産技術者 @ 型 設計 

者 ) が採点を行い、 その合計点によって 評価した。 評価結 

果を図Ⅰに示す。 

表 2  形式化 ( 標準 ィヒ ) の採点・評価基準 

採点 形式化 ( 標準化 ) の採点・評価基準 

10  標準化が可能であ る項目 

5  判断の指針作成が 可能であ る項目 

  標準化・判断の 指針作成が困難であ る項目 

] 人が 億串化 町田、 ] 人 
が榛サ 化の臆 針 作成可 宙 
と卸 価した 判 前項目   

図 1 金型設計における 形式化の可能性評価結果 

3.2 生産技術レベルの 向上 

生産技術は、 製品開発の計画や 製品仕様に準じて 開発され 

ることが多いため、 製品開発に先行して 生産技術開発を 実行 

するマネジメントが 不足している。 

本節では、 生産技術部門が 自ら技術力を 向上させる方策と 
して、 生産技術部門が 保有する技術や、 開発，生産の 活動で 

必要とされる 技術に対して、 自ら技術レベルを 定義し、 現状 

の技術レベル 認識とレベル 向上の施策立案によって 技術力 

を向上する方法を 実際の現場に 適用した事例を 示す。 

(1) 生産技術レベルの 定義方法 

生産技術のレベルを 5 段階に設定する。 Levell を r 競争 

力めない状態」、 Leve はを r あ るべき姿」に 設定し、 その間 

を Level2 、 ㎏ veI3 、 Level4 と定義する。 

レベルを定義，設定・ 向上させるアプローチは、 監査・認 

定制度などで 適用されている [9] 。 しかし、 これらは長期間 

かつ多くの対象を 同一の指標で 評価することを 目的として 
いるため、 一度定義，設定されたレベルの 内容が変更される 

頻度は少なく、 さらに定義の 不変性や妥当性の 検証に時間を 

要することが 多い。 ここでの方法は 、 自らが技術レベルを 短 

期に定義して、 それを事業環境や 技術の変化に 対して一定期 

間で見直していく ( ローリング ) 点で他の方法とは 異なって 

いる。 

(2) 適用事例 

本方法を半導体を 対象としたプロセスシミュレーション 

技術に適用した 事例を示す。 表 3 に定義・設定した 技術レベ 

かき 示す。 

表 3 プロセスシミュレーション 技術でのレベル 設定 

Level Level の定義 

  TT を活用し、 最小限の試作で 設計製造 
  

  試作評価の前に、 での工程削減にシミュレーションを 試作の絞込み、 試作回数削減、 活用 生産 

  製品構造の特性への 象の解明にシミュレーションを 影響など、 試作評価生産での 活用 現 

  製品構造の特性への 象 傾向把握にシミュレーションを 影響など、 試作評価・生産での 活用 現 

  シミュレーションを 活用せず、 試行錯誤で試作、 評価 
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当初は、 生産段階で発生する 不良原因追求のための 現象解 
明にシミュレーションを 活用していた (LeveI3) 。 このレベ 

ルでは、 設計技術部門がデバイス 設計を行なう 段階で、 生産 

技術部門がデバイスの 問題点を設計技術部門に 代わって解 

明し、 デバイスの構造の 修正が行なわれていたが、 シミュレ 

ーションを試作回数削減、 工程短縮に活用できるまでには 至 

っていなかった。 そこで、 技術レベルを LeveI4 まで向上さ 

せるために、 複数の連続した 製造プロセスをシミコレーショ 

ンする技術を 開発した。 その結果、 生産技術部門が、 設計技 
術部門に代わって 良品・不良品の 判定を予測することが 可能 
となり、 試作回数の削減を 実現した。 さらに、 設計技術部門 

が最初に設計した 工程を、 生産技術部門が 削減する方法を 考 

案することができ、 工程の短縮を 実現した。 

本 適用事例から、 生産技術レベルを 自ら定義・設定・ 認識 

し 、 レベル向上策を 立案・実行する 方法が、 「生産技術部門 

の技術力向上」に 対して有効であ ると考えられる。 

3.3 製品設計の知識向上 

生産技術者が 製品設計の知識を 向上する方法として、 生産 

技術者を設計技術部門へ 一定期間異動させる 方法 ( ローテー 
ション ) があ げられる。 しかし、 この方法は、 個人の知識取 

得能力への依存度が 高い、 一度に多くの 生産技術者や 多頻度 
の異動が困難であ る等、 組織的に実行するマネジメントとし 

ては課題があ る。 ここでは、 生産技術部門が 組織的に設計 知 

識を向上させる 方法 の 1 つ として、 「試作機能の 強化」を 提 

案し、 適用した事例を 示す。 

(1) 製品設計の知識向上の 方法 ( 試作機能強化 ) 

生産技術部門が、 取得すべき重要な 製品設計の知識のⅠ 

つとして、 製品や部品の 形状、 寸法、 加工精度等の 決定理由 

や根拠などの r 設計意図」があ げられる。 

生産技術者が 設計意図を理解できれば、 品質向上やコスト 

低減、 スピード向上のための 製造方法や加工・ 組立精度、 加 

工形状の見直し 方法を設計技術部門に 提案することが 可能 

となる。 

現状のように、 設計技術部門から 生産技術部門へ、 設計図 

面などで設計の 決定事項だけが 伝達されても、 技術の専門性 

の相違から生産技術部門が 設計意図を理解することは 難し 

い。 しかし、 設計技術部門に、 全ての決定事項に 対して設計 

意図の伝達を 要求することは 設計業務の負荷が 増加するた 
め現実的な方法とはいえない。 したがって、 生産技術部門に 
は、 生産・製造における 課題改善のために 変更を必要とする 

設計の決定事項を 把握した上で、 その設計意図を 設計技術部 

門から取得して、 改善策を提案することが 望まれる。 

生産技術部門が、 課題改善のための 設計の決定事項を 把握 

する 1 つの方法として、 設計の決定事項に 従って、 実際に製 

品や部品を試作する 方法があ げられる。 実際に試作を 実行す 
ることで、 品質、 コスト、 スピードの観点から 設計の決定事 

項の実現性や 妥当性を把握することが 可能となると 考えら 
れる。 

W2) 適用事例 

ここでは、 生産技術部門において、 機械系部品の 試作機能 

を 強化した事例を 示す。 

従来、 機械系部品の 試作および量産を 外部の加工メーカ 等 
に依存していたため、 設計の決定事項の 実現難易度が 高い場 

合に、 品質ぱらつき、 製造コスト増加、 製作期間の長期化が 
発生し、 それらを解決することが 困難であ った。 そこで、 外 

部 メーカに依存していた 部品試作を生産技術部門で 実施す 
るための、 金型設計・加工、 部品成形 ( 射出・プレス 成形 ) 、 

塗装を行な う 設備を導入した。 

生産技術部門が、 実際に試作を 実施することによって、 設 
計の決定事項であ る部品形状・ 加工精度の製造性への 影響を 

分析・把握することが 可能になり、 製造性に影響する 設計意 

図を設計技術部門から 抽出することが 可能になった。 その結 
果、 生産技術部門が 設計意図を理解した 上で、 品質 は らつ 

き・コストを 低減するための 部品の形状変更を、 設計技術部 

門 に提案することが 可能となった。 

3.4 連携効果の明確化 

設計・生産技術部門の 連携の効果，メリットとして 最も重 
要なことは、 連携によって 製品開発や生産における 品質・コ 

スト・スピードに 対する課題を 解決できることであ る。 連携 

によって、 両者の業務負荷が 低減したとしても、 結果的に課 
題解決に結びつかなければ、 製造業にとって 有用なマネジメ 

ントとはいえない。 ここでは、 課題解決に結びつけるための 

連携効果の明確化の 方法と、 その適用事例を 示す。 

(1 漣携 効果の明確化の 方法 

生産技術部門が、 連携の効果を 明確化する方法の 1 つとし 

て、 生産工程で発生する 変動 ( 生産変動 ) が、 設計の決定事 

項であ る製品形状・ 寸法・精度に 与える影響を 明らかにする 

ことがあ げられる。 単一の工程で 生産の変動が 設計の決定事 

項に及ぼす影響を 評価することは 従来から実施されている 

が、 単一工程での 評価だけでは、 設計変更の判断が 難しい。 

設計技術部門が 生産変動の影響を 考慮して設計の 決定事 

項を適正化するには、 生産における 変動を含めて 全生産工程 

を通過した結果を 評価することが 有効であ ると考えられる。 

(2N 適用事例 

半導体プロセスを 対象に、 生産技術部門が、 生産変動を考 
慮して全ての 工程をスルーして 評価するシミュレーション 

技術を開発した 事例を示す。 

メモりなどの 半導体デバイスは、 何百もの工程を 経て製造 
される。 各工程での設計決定事項 ( 膜厚 、 形状、 精度等 ) に 

対する製造条件は、 生産技術部門の 技術者が実験やシミュレ 
一 ションなどで 決定していく。 しかし、 設計の決定事項を 実 

現するための 製造条件を決定してデバイスを 製作しても、 最 
終的なデバイスの 形状や精度が 得られ 々  、 歩留り低下の 要因 

となる。 歩留り向上のために 生産技術部門から 製造したデバ 
イス形状の結果を 設計技術部門に 伝達し、 設計の決定事項の 
見直し・修正を 要求しても、 設計技術部門は、 製造工程間の 

影響や、 製造ばらつき・ 変動まで把握できないために、 設計 

の 決定事項を変更する 判断や、 変更方法を決定できないこと 

が課題となっている。 
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そこで、 生産技術部門は、 各工程での製造ばらつきを 考慮 

して、 全工程をスルーしてシミュレーションする 技術を開発 

した ( 図 2) 。 各工程を担当する 技術者が保有している 実験 
データ・シミュレーション 結果から得られた、 製造ばらつき 

の影響などの 知見を 1 つのシミュレーションツールに 組み 

込み、 工程をスルーしてシミュレーションすることで、 各工 

程での設計の 決定事項や変更が 後工程に与える 影響や、 製造 

ばらつきの影響を 可視化した。 設計技術部門は、 生産技術部 

門が可視化した 結果を活用することで、 設計変更の効果を 把 

握できるようになり、 その結果、 不良率を低減するための 設 

計変更を実施することが 可能となった。 

奉事例に示すよ う に、 設計と生産の 連携を強化するには、 

設計の決定事項が 製造に与える 影響を可視化するなど、 連携 

の効果を明確化することが 有効であ ると考えられる。     
図 2 半導体プロセスのスルーシミュレーション 

技術 ( 連携効果明確化の 事例 ) 

4. 連携強化のための 生産技術部門におけるマネジ 
メントのフレームワーク 

効果的連携のための 4 つの方策を実行する 方法を考察し、 

実際の適用事例から、 4 つの方策が、 設計・生産技術部門の 

連携を効果的に 進めるために 有用であ ることを示した。 

事例で示したよらに、 これらの方策は 単独で実行しても 効 

果的な設計，生産の 連携の実現に 有用であ る。 ここでは、 適 

用事例の結果を 分析し、 これらの方策を 組み合わせることで、 

より効果的な 設計・生産の 連携を実現するための 生産技術部 

門 におけるマネジメントのフレームワークを 考察する。 

3.4 節で示した連携効果の 明確化の適用事例では、 設計技 

術部門が製造工程間の 影響や変動が 理解できるよ う に、 これ 

まで生産技術者が 個人レベルで 保有しているデータ・ 情報・ 

知見などの生産技術 / クハウを 1 つのシミュレーションツ 

ールに組み込むことで、 生産段階での 課題を可視化でき、 設 

計変更の必要性を 明確化できた。 

設計技術部門における 意思決定のスピードをさらに 向上 

させるには、 生産技術部門が、 製造上の課題に 加えて、 生産 

工程の変動や 設計変更が、 製品の性能，機能に 与える影響ま 

で可視化することが 有効であ る。 そのためには、 生産技術ノ 

ウハウの形式化、 製品知識の向上、 連携効果の明確化のため 

の技術レベルを 計画的に向上させて、 これらを効果が 得られ 

るよ う に連結・連鎖させていくマネジメントが 必要となる。 

図 3 に提案する、 効果的な設計・ 生産技術部門の 連携を実 

現するための 生産技術部門のマネ 、 ジメントのフレームワー 

クを示す。 

効果的な 寵計 ・生産の連携 

図 3  
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5. おわりに 

設計・生産技術部門の 連携を効果的に 進めるための 生産技 

術部門におけるマネジメント 方法を考察・ 提案した。 成功実 

績のあ る日本の製造業の 生産技術部門マネ 、 ジ ャへ のインタ 

ビューから抽出した 効果的連携のための 方策に対して、 適用 

事例を示し、 適用事例の結果から、 連携を効果的に 進めるた 

めの生産技術部門におけるマネ 、 ジメントのフレームワーク 

を 考察・提案した。 

今後は、 提案したフレームワークの 効果について、 実際の 

生産技術部門の 活動における 検証を進めていく。 
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